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1．問題の所在

　かつて，トロウは，エリート段階からマス段階，そして，ユニバーサル段階へと進むにつれて引
き起こされる問題のひとつとして，高等教育においてその経験者グループと未経験者グループの二
極に乖離する問題を取り上げた（トロウ，2000，p.46）。こうした指摘は，その後，NCES（全米教
育統計局）の報告書にあるように，所謂，両親が大学「未」卒業者であり，当人が家族内で初めて
大学に通う者である「第一世代」1)の問題として取り上げられてきた（Nunez, Cuccaro-Alamin, & 

Carroll， 1998；Horn, Nunez & Bobbitt，2000；Warburton, Bugarin, Nunez, & Carroll，2001）。一方，あ
まり注目されることはないが，同時期，大学院も大衆化が進められてきた。米国では，2012年度版
の Digest of Education Statistics2015によると，1967年に44万8,238人であったフルタイムの大学院生
数は，2012年に163万9,234人と約3.66倍に，パートタイムを合わせた合計は，1967年に89万6,065人
であったフルタイムの大学院生数は，2012年に291万388人と約3.28倍に拡大している（NCES，
2015）。カリフォルニア大学ロサンゼルス校における2015年の博士号授与者数は772名（45％女性，
55％男性）で，1993年の約2倍となっている（UCLA Conferral of Doctoral Degrees, 2015）。
　我が国でも，学校基本調査によると，1990年代以降の大学院重点化政策により，大学院学生総数
は，1980年度で4万8,464人であったものが，1990年代以降の大学院重点化政策などもあり，2015年
度には24万9,484人となるなど，ここ35年ほどでその規模は5.15倍ほどに拡大している（文部省，
1980；文部科学省，2015）。そのうち，44.5%にあたる11万946人が理学・工学・農学分野であり，
国立大学ともなると5割から7割近くの学生が卒業後に大学院進学する状況が有る。こうした状況を
踏まえれば，いずれは「（大学）第一世代」論の裏返しの問題構図として，家族内で初めて大学院
に通う学生の問題（「大学院 第一世代」）や，大学院経験者の親を持つ学生とそれ以外の学生の問
題（大学院経験者／未経験者の二極化）が，ポスト「第一世代」論の重要課題として浮かび上がっ
てくる可能性が高い。米国では，日本以上に大学院への進学率が高く，プロフェッショナル・スクー
ル経験者も含めると相当数が大学院レベルを経験する。従来の米国の第一世代論の先行研究におい
ては，家族のなかで初めての大学経験者とそうでないグループにのみ焦点化した枠組みでのアプ
ローチが多い。
　ソアレス（2007）は，アイビーリーグに属する著名私立大学等44校からなる Tier1と呼ばれるグルー
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プには家計所得水準上位10％相当の在籍学生比率が64％であり，コミュニティ・カレッジや合格率
の高い四年制州立大学の多い Tier6や Tier7のグループでの同家計所得水準の在籍学生比率は11％で
あると指摘し，米国においては更なる学歴格差と多様化，職業に付随した収入格差が進行している
と論じている。こうした格差の進行という現実を背景とすれば，従来の第一世代論によるアプロー
チだけでは，大学教育への適応，大学教育の成果としての職業や収入とのレリバンスと高等教育の
関係を把握することには限界がある。そこで，本研究では，第一世代と大学経験者という比較アプ
ローチだけでなく，大学院経験者という軸を加え，先行している米国のポスト「第一世代」の現状
を把握することにより，将来的に起こりうる日本の状況を鑑みてポスト「第一世代論」の構築の一
助とする。

2．先行研究の整理と本研究の目的

　米国の学生調査研究および大学生研究においては，大学生の学習行動と家庭背景等の既得情報と
のレリバンスを検討することが多々行われてきている。一連の研究においても第一世代である大学
生の大学での学習あるいは生活への適応を含めた第一世代の研究の蓄積は多い。第一世代研究は，
第一世代学生の学修行動および大学生活とのイルレリバンスと第一世代学生の大学での学習や生活
への適応等支援政策とその効果という2系統に分類できる。第1系統の研究として，ヴォン等は第一
世代の学生の自己肯定感が相対的に低く，そのため，大学生活における自信へとつながらないため，
成績がすぐれないと指摘している（Vuong, Brown-Welty & Tracz，2010）。デューマイス等は，第一
世代学生が大学での学習や生活への円滑な適応の基盤となる文化背景が限られていることが，大学
での好成績に結びつかず，また好成績への背景となる教員やピアとの関係を構築することに支障を
感じるという結果を提示している（Dumais & Ward，2010）。これらの議論は，第一世代の大学での
不適応の状況を実証研究から提示しているという特徴を伴っている。第2の系統としての先行研究
は，実証研究結果を政策に結びつけようとするところに特徴が見出される。パスカレラ等は学生デー
タから実証を行い，その結果にもとづき，2004年の時点で支援策として1. 学習準備の改善策，2. 奨
学金の充実，3. 編入率の向上，4. 大学生活への適応支援等の充実と必要性を示していた（Pascarella, 

Pierson，Wolniak & Terenzini，2004）。
　こうした実証結果は，各大学における個別の支援策やプログラムの導入や充実へと結実しただけ
ではなく，連邦政府の TRIOプログラムのひとつとして機能している Upward Bound2）に代表される
ように政府による第一世代への支援策の充実へとつながっている。個別の大学機関で導入されてい
る支援策のひとつとして，第一世代学生の属する出身コミュニティへのサービス・ラーニングの導
入により第一世代学生が自分の文化的背景に基づいた経験を通じて，大学での成績向上につながる
という報告もされている（Zlotkowski, 2005）。または，1980年代後半から各大学が強化してきた初
年次教育が第一世代学生への効果をもたらし，結果として初年次教育が高等教育機関において普及
してきているとの評価も散見される（Hrabowski,2005; Kuh, 2005）。しかしながら，支援策の存在と
いう前提のもとで，第一世代と大学院卒親世代を持つ学生を含むそれ以外の学生において，いかな
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る学習行動に差があるのか，ピアとの関係あるいは寮生活をも含む大学というコミュニティへの帰
属意識，教員との関係性の構築において差異が見られるのかを，設置形態や専攻分野別において実
証検証している研究は数多くない。本研究では，米国 HERI（Higher Education Research Institute, 

UCLA）が2012年に実施した全国大学生調査データを用いて，米国における大学生の学習行動と親
学歴，収入とのレリバンスを探ることを主な研究目的とする。CSS2012年データを用いて，設置形
態（公立，私立）及び分野別において第一世代学生とそれ以外の学生の学修行動等の差がみられる
のか，それらの差があるとすればどのようなところに差が顕著であるのかを探索的に見ていく。ま
た，本研究は米国のデータ分析をベースにした実証研究であるが，現在の日本においても決して明
示的ではないながらも第一世代の問題が高等教育への全入と重なって水面下で進行している。そう
した場合の支援策は何であるのか，単なる第一世代の問題として捉えるのでなく，「ポスト・第一
世代論」として支援策を含めた示唆になる何かを実証データから探ることにしたい。

3．研究の方法

（1）使用するデータの概要
　本稿で使用するデータは，HERIが毎年実施している大学生調査（College Senior Survey 以下
CSS）の2012年版より大学名を除き提供を受けた13,155名の大学4年生データを使用する。内訳は，
女子学生66.6％，男子学生33.4％，総合研究大学25.4％，四年制大学74.6％，公立15.8％，私立
84.2％である。本研究で使用するデータの詳細は表1の通りである。
　まず，第一世代に関する変数として，NCESの定義に従い，両親が大学「未」卒業者であり，当
人が家族内で初めて大学に通う学生を「第一世代」とし，その対照群として，両親が大学のみを経

表1　両親学歴と各属性のクロス表
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験（未卒業を含む）している学生群（「大学のみ経験世代」），両親のうちどちらかが大学院も経験（未
修了を含む）している世代を（「大学院経験世代」）としている。属性別に見れば，「大学院経験世代」
は，公立より私立に多く，高校成績や大学成績において，高成績に分類される者が多く，第三志望
者以下での入学者が若干多く，両親収入分類でも高収入に分類されるものが多いことが分かる。

（2）分析に用いる変数の説明
　この「両親学歴分類」と，「両親収入分類」を独立変数にして分析を行う。また，従属変数とし
ては，学修行動として，「能力変化の自己認識」（8項目），「大学への帰属意識」（5項目），「大学で
の学修習慣」（5項目），「大学での経験」（6項目）の質問項目を用いた。前3者は因子分析によって
抽出された因子の因子得点を，最後の「大学での経験」については（経験した）比率を用いている。
表2では，その記述統計量を示している。
　まず，「能力変化の自己認識」（8項目），「大学への帰属意識」（5項目），「大学での学修習慣」（5

項目）についてそれぞれ主因子法による因子分析を行った。「能力変化の自己認識」（8項目）につ
いて因子分析したところ，固有値の推移が3.731，1.189，.989，.711，.525….（以下省略）であり，
スクリー基準を考慮し，累積寄与率が一因子構造で46.638，二因子構造で61.503，三因子構造で

表2　従属変数に用いた質問項目の記述統計量
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73.868であったことから，因子の解釈も考慮して3因子構造とし，それぞれ因子に含まれる質問項
目の内容から「分析的・批判的思考力」，「社会問題理解力」，「異文化・人間関係構築力」と各因子
を名付けた（表3）。次に，「大学への帰属意識」（5項目）を因子分析したところ，固有値の推移が
3.377，.749，.371，.308，…（以下省略）であり，スクリー基準を考慮し，固有値1以上の区切りと
一因子構造で累積寄与率が67.5%と高い値であることから一因子性であると判断した。また，「大
学での学修習慣」（5項目）は因子分析をしたところ，固有値の推移が2.461，.779，.664，.619，…（以
下省略）であり，スクリー基準を考慮し，固有値1以上の区切りと一因子構造で累積寄与率が49.2%

と高い値であることから一因子性であると判断した。
　なお，「分析的・批判的思考力」は「分析や問題解決能力」「批判的に考える能力」の2項目，「社
会問題理解力」は「グローバルな問題の理解」「国民が直面する問題の理解」の2項目，「異文化・
人間関係構築力」は「異文化の人々と協力する能力」「異文化の人々に関する知識」「人間関係を構
築する能力」「リーダーシップ能力」の4項目から構成されている。「大学への帰属意識」は，「この
キャンパスコミュニティの一員であると思う」「この大学に評価されていると感じる」「このキャン
パスへの帰属意識を感じている」「少なくとも一人の教員が自分の成長に関心を持っている」「この
大学の一員であると感じている」の5項目，「大学での学修習慣」は，「文章表現スキルを向上させ
るためにレポートを書き直す」「学習状況や成果へのフィードバックを求める」「論理的に自分の意
見を主張する」「入手した情報の信頼性の質を確かめる」「授業で求められていなくても自分の課題
に取り組む」の5項目である。また，「大学での経験」は，特に，アドバンス／インテンシブ・クラ
スに関する知識」があることから，人種・エスニシティの問題も含意しているのかもしれない。

表3　「能力変化の自己認識」項目に関する因子分析結果
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　また，「大学での経験」は，特に，アドバンス／インテンシブ・クラス的な位置付けの「オナー
ズ授業の履修」「学士課程レベルの研究プログラム参加」「組織でのリーダー経験」「インターンシッ
プの参加」「海外研修プログラムへの参加」「リーダーシッププログラムへの参加」の6項目を選定
して分析した。

4．分析結果

（1）米国における親学歴と学修行動のレリバンス
　まず，親学歴と学修行動のレリバンスを見ていくと，「能力変化の自己認識」である「分析的・
批判的思考力」「社会問題理解力」を除いて，一元配置分散分析において，有意にカテゴリー間に
差が生じていた。特に，「大学での経験」項目においては，アドバンス／インテンシブ・クラス的
位置付けの「オナーズ授業」「研究プログラム」「リーダー経験」「インターンシップ」「海外研修プ
ログラム」「リーダーシッププログラム」の6項目全てにおいて，多重比較において，「大学院も経験」
世代」の経験率（＝参加率）が有意に高い。このことを見ても，「両親の大学院経験」が学修行動
に及ぼす影響があることが分かるであろう。学歴と学修行動が強固に結びつくことにより学歴階層
の再生産が起こっている様子が見て取れる。また，興味深いのは，「異文化・人間関係構築力」は
その逆で，多重比較の結果を見ると，「第一世代」の方が，「大学のみを経験」や「大学院を経験」
世代と比べ，有意に高いことである。これは，項目の中に，「異文化の人々と協力する能力」「異文
化の人々に関する知識」があることから，人種・エスニシティの問題も含意しているのかもしれない。

表4　大学における学修行動と両親学歴における一元配置分散分析＊
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　また，二元配置分散分析の結果からは，「オナーズ授業」「研究プログラム」「海外研修プログラ 

ム」で，設置形態と両親学歴の交互作用が見られ，特に，「オナーズ授業」を履修している学生に
おいては，公立・私立大学在籍者共に，親の「大学院も経験」している世代が「海外研修プログラ
ム」に参加比率が高い傾向が見られる。「研究プログラム」は公立大学在籍者で「第一世代」と「大
学院も経験」世代の参加比率が高い傾向が見られる。第一世代の多い「公立」の役割は非常に重た
いと言えるだろう。

（2）米国における親収入と学修行動のレリバンス
　次に，親収入と学修行動のレリバンスを見ていくと，「研究プログラム」を除いて，一元配置分
散分析において，有意にカテゴリー間に差が生じていた。両親学歴と比較すると，「分析的・批判
的思考力」と「社会問題理解力」でカテゴリー間において有意差が生じていた。10万㌦以下か未満
のところに分水嶺があるようである。これは学歴よりも，収入と密接に結びついた親の職業とも関
係が深い項目であることが関係しているのかもしれない。逆に，両親学歴と比較して有意差が生じ
なかったのは，「研究プログラム」「リーダーシッププログラム」である。前者は，「研究」と大学
院進学の親和性として了解可能である。また，「大学帰属意識」においては，「5万㌦未満」の学生
が他のどの学生群よりも有意に低いことが分かる。そして，「異文化・人間関係構築力」は両親学
歴と同様，「低所得者層」の学生の方が，「高所得者層」の学生と比べ，有意に高い。
　また，二元配置分散分析の結果から，「オナーズ授業」「海外研修プログラム」「リーダーシップ
プログラム」で，設置形態と両親収入の交互作用が見られ，特に，「オナーズ授業」は公立で「高
所得者層」の学生の，「海外研修プログラム」は私立で「高所得者層」世代の参加比率が高い傾向
が見られる。「リーダーシッププログラム」は，私立の学生の方が積極的であるが，公立では「低
所得者層」の学生の参加比率が比較的高い傾向が見られる。ここでも，前節と同様に，第一世代の
多い「公立大学」の役割は非常に重たいものだと言え，その支援策の存在が見て取れる。一方，そ
の効果は，親学歴 /収入の両方で見ても，まだまだであることが窺える。

表5　大学における学修行動と両親学歴／設置形態における二元配置分散分析（交互作用有意のみ）
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（3）米国における専門分野と学修行動のレリバンス
　米国ではイノベーションを生み出す分野への資源の投入と強化政策が進捗している。全米技術ア
カデミーの Educating the Engineer of 2020に示されているように工学分野を含む STEM分野に進む
学生および STEM分野での職業に従事する層の増加が政策的にも重点課題として扱われている
（NSB, 2005）。そうした政策的動向と学生の専攻分野の多寡，親の学歴や収入とはどのような関連
性があるのだろうか。表8は専門分野と両親学歴・収入との関係性を見た結果である。親の第一世
代比率が人文科学分野の次に低く，大学院経験世代比率が最も高い学生が多い専門分野は STEM

表6　大学における学修行動と両親年収における一元配置分散分析＊

表7　大学における学修行動と両親年収／設置形態における二元配置分散分析（交互作用有意のみ）
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分野になっており，逆に第一世代比率が最も高く，親の大学院経験世代比率が最も低い分野は教育
分野であることがわかる。ビジネス分野を専攻する学生は，高額所得家庭出身者が最も多く，次に
高額所得家庭出身者比率が高いのは，STEM分野を専攻する学生であることが示されている。一方，
教育を専攻する学生は，両親の所得が最も低い割合が高い。近年の政策動向から STEM分野を専
攻することが，将来の職業選択の有利性あるいは高収入に結びつく可能性が高いと予想し，家庭で
の進路選択に親の学歴や収入といった学歴階層の再生産が起こっている可能性が見て取れる。

表8　両親学歴・収入と専門分野の関係

表9　学修行動と専門分野によるレリバンス
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　学修行動と専門分野とのレリバンスについて，大学院経験世代が最も多く，家庭収入もビジネス
分野の次に高い STEM分野と第一世代割合が最も多く，大学院経験世代が最も少なく，家庭収入
の低い割合が最も多い教育分野を専攻している学生との学修行動について検証を試みた。統計的に
有意な項目を表9に提示しているが，STEM分野を専攻する学生が教育分野を専攻する学生よりも
高い値を示した項目については通常のフォントで示し，教育分野を専攻する学生が STEM分野を
専攻する学生よりも高い値を示した項目についてはイタリック体で示している。STEM分野の学生
が全般的に教育分野の学生よりも有意に学修スキル，経験のレリバンスが高いこと，また教育分野
の学生は，リーダーシッププログラムや大学が政策的に支援しているプログラムを通じて育成され
る項目とのレリバンスが高いことが見てとれる。第一世代対象に1980年代以降充実させてきた
TRIO政策面での効果が特に教育分野を専攻している学生に反映されていると解釈できる。
　専門分野と両親学歴と大学での経験に有意な数値を示した二元配置分散分析の結果を提示してい
る表10からは，「大学への帰属意識は」教育分野を専攻する学生が STEM分野の学生よりも高いが，
両専攻とも大学院世代の方が帰属意識は高い。「大学での学習習慣」については STEM分野を専攻
する学生が教育分野専攻学生よりも身についている度合いが高く，両専攻とも大学院世代の学習習
慣獲得度合いが高い。「組織でのリーダー経験」も同様の結果を示している。「インターンシップの
参加」は唯一交互作用が見られた項目であるが，第一世代学生において，教育分野の学生が STEM

分野を専攻する学生よりも参加比率が高く，かつ第一世代学生の方が大学卒世代や大学院卒世代の
学生の参加比率を上回っている。大学の学生の経験を支援する政策が教育分野の第一世代学生に効
果をあげている可能性が見て取れる。

5．まとめとインプリケーション 

　CSS2012データ分析結果から何が示唆されるだろうか。結論を先取りすれば，米国では第一世代
論からポスト第一世代論を視野にいれることが不可欠であるといえよう。従来，米国では第一世代

表10　専門分野と両親学歴と大学での経験の二元配置分散分析
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に関する研究の蓄積は多く，研究結果を政策に反映させた成果として第一世代への支援策を近年充
実させてきたことは先述した。しかし，本データからは，大学院経験世代両親が増加していること
が明らかになった。データ分析を通じて，第一世代への支援策の効果が，第一世代が多く在籍する
公立大学には散見されたが，その効果は学費も高い私立大学には公立大学ほど浸透していない。
　第一世代への支援策の効果は，「大学内での経験」や「学修効果」にはある程度反映されている
こともデータから検証されている。しかし，両親学歴，収入，収入に結びつく職業には，ソアレス
（2007）が指摘するように米国では格差が広がりつつある。事実，データ分析を通じて専門分野の
選択と米国では両親学歴・収入によって定義づけられる家庭背景に強い関係性が確認されている。
　米国では，米国科学審議会，米国科学財団による2020年までの展望に見られるように初等教育か
ら高等教育を通じて STEM教育を強化する方策を打ち出しているだけでなく，STEM領域におけ
る職業の質と量の拡大も政策として明確に打ち出している。こうした動向や実際の STEM領域の
職業における収入の優位性を反映して，大学院経験世代両親を持つ学生が STEM分野を選択する
傾向が高いことがデータから顕著になった。一方で，例外的に第一世代学生が多く選択する分野が
教育分野であることも判明した。おそらく初等・中等教育を通じて第一世代学生が教育を通じての
上昇移動の可能性を見出し，そのことが当該分野選択に反映していると推察できよう。
　2000年代以降の米国の教育制政策は，初年次教育，学修支援の充実や奨学金政策への反映に見ら
れるように，教育の機会の拡大，アフォーダビリティを視野にいれた第一世代への支援策を充実さ
せてきた。しかし，学費の高い私立大学への支援策の効果の限界や著名私立大学 Tier1グループに
おいて所得最上位層の家庭出身者の比率が64％を占めるなど格差の存在あるいは拡大傾向は否めな
い。両親の大学院経験世代が増加することにより高所得職業を媒介として高所得者層が結びつき，
結果として，高学歴が前提となる高所得をもたらす職業選択につながる専門分野を選択するといっ
た道程が米国では形成されつつあるのではないか。そうした動向に対して，公立大学における支援
策はどこまでサステナビリティを持っているのか，特に，公立研究大学は今後どのような方向へと
向かうのだろうか。第一世代論の研究を政策に活かす場として大きな役割を担ってきた公立大学は
これからのポスト第一世代論にどう応えていくのかも大きな課題といえよう。
　また，本研究の知見は近い将来の日本の高等教育機関における職業と学歴の結びつきに関する階
層化・再生産研究の視点としても有効に機能しうると考えられる。例えば，大学入学者選抜が今後，
志望理由書や面接・小論文に依拠したものに改革された場合，特に注意しておかなければならない
のは，選抜結果に家庭資本が入り込む余地があるかということと，その影響力の大きさである。そ
の家庭資本の中には，もちろんのことであるが，大学院経験者の家庭か否か，あるいは，医者やエ
ンジニアなど高度職業人が家庭にいるか否かが含まれる。大学で学ぶべき知識の受験段階での有無
が，その受験生が持つ専門分野への「意欲」として捉えられた場合，家庭でしか得られない高度な
知識が志望理由書や面接・小論文で評価されることが起こりえるとするならば，それは階層の再生
産を助長する事態を引き起こすかもしれない。日本におけるポスト・第一世代論に基づく支援策と
しては，米国の第一世代論が焦点を当てた大学入学後よりも，受験段階の入試政策の一部として焦
点が当てられるべきなのかもしれない。本研究で明らかにした視点は，高等教育のみならず，日本
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における階層の再生産への視点を十分に含意しており，その監視機能として十分に今後吟味しなけ
ればならないであろう3)。

【付記】

　本研究は，科学研究費補助金挑戦的萌芽研究「大学生版 QOL指標の開発を踏まえた学修成果測
定研究の新展開」（課題研究番号：15K13208）の研究成果の一部である。

【注】

1） 第一世代の定義は，米国ではひとつに収斂されていない。NCESでは4年制大学を経験してい
ないと定義しているが，カレッジボードでは，2年制高等教育機関を終了していないとしており，
TRIOプログラムでは学士学位を所持していないと定義している。日本語での紹介には，河野
（2003）がある。

2） TRIOプログラムは，低所得者家庭出身者や第一世代学生を対象に，高等教育への進学率の向
上を目指すことを目的としており，8つのプログラムから構成されている。8つのなかでも，
Upward Boundは低所得家庭出身の第一世代学生が大学での円滑な適応を目指すためのプログ
ラムとして高校在学時からの支援が可能となるプログラムである。

3） 1991年の中央教育審議会答申は，家庭の教育投資（塾や予備校）が都市部に住む富裕層有利の
選抜を打破する重要性を説き（中央教育審議会，1991），その後の AO入試に代表される「総
合的かつ多面的な評価」の導入に繋がった。その観点から導入された「総合的かつ多面的な評
価」が，現在では，翻って，家庭資本が評価されやすい入試制度という，逆説的な場面を作り
出す危険性を孕んでいることは興味深い。
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Relevance of Parental Income and Education to Learning 
Behaviors of College Students: 

Toward the Construction of Post-First Generation Theory

Reiko YAMADA＊

Takuya KIMURA＊＊

　　In the United States, the first generation student issue has been examined by many researchers and several 

kinds of federal support policies have been implemented.  The rate of attending graduate schools has risen 

simultaneously. Recently, it has been frequently pointed out that the disparity caused by income and education 

widening in the United States. In fact, while the top 10% of parent income group occupies 64% of Tier 1 

higher education institutions, that group accounts for only 11 % of the Tier 6 & Tier 7 groups. Given such 

widening disparity caused by parental income and education, analysis of these higher education issues with 

post-first generation theory is urgently needed. 

　　This research explores the relevance of parental income and education with learning behaviors and 

experiences of college students.  It uses a quantitative research design using data obtained from CSS2012 

designed for upper division students from the Higher Education Research Institute at the University of 

California at Los Angeles.  

　　The research framework examines whether or not there are differences of learning behaviors and 

experiences of college students between public and private universities and between academic majors and if 

there are differences,  it analyzes what kind of factors make those differences. 

　　Findings of the study confirm that the proportion of parents attending graduate schools increases and the 

effect of federal support policies for first-generation students can be observed in public universities to some 

extent. Also, federal support policies for first-generation students have certain effects on some college 

experiences and learning. However, findings of the study suggest that students from high family income and 

parent education tend to select STEM majors. It is noted that occupations in STEM fields assure higher 

income relatively. On the other hand, first-generation students tend to choose education majors. Hence, this 

study confirms that family background such as parent income and education impacts students’ choice of 

majors. In other words, the study confirms the existence of a reproduction function of family backgrounds for 

higher education in the United States.
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